
国土交通省では、災害時の陸路寸断等を想定し、“みなと”の機能を最大限活用した災害
対応のための物流・人流ネットワークを「命のみなとネットワーク」と名付け、各地域で防災
訓練を実施するなど、ネットワーク形成に向けた取組を進めています。

渥美半島は、大規模災害時には道路網が寸断され、半島先端地域が孤立する可能性が
あるため、国土交通省中部地方整備局三河港湾事務所と田原市は、田原地区-10ｍ耐震
強化岸壁の供用開始にあわせ、平時より災害対応に必要な人員・資機材等を海上輸送す
る体制を構築することを目的に、中部地方整備局管内では初めて、海上輸送による災害支
援協力に関する協定を締結します。

令 和 ８ 年 1 0 ⽉ ２０ ⽇
中 部 地 ⽅ 整 備 局
三 河 港 湾 事 務 所

中部地方整備局管内初！
田原市と海上輸送による災害支援協定を締結します

1. 日時
令和８年１１月７日（土）９時００分～

2. 場所
田原文化会館 ２階 ２０７会議室
田原市田原町汐見５番地

3. 次第

1.開式
2.概要説明
3.協定締結（署名）
4.協定締結者挨拶

国土交通省 中部地方整備局 三河港湾事務所長 渡邉 弘
田原市長 山下 政良

5.来賓挨拶（来賓者紹介）
6.閉式

4. 配布先
中部地方整備局記者クラブ、中部専門記者会、港湾新聞、港湾空港タイムス、
日本海事新聞、海事プレス、マリタイムデーリーニュース

5. 問い合わせ先
国土交通省 中部地方整備局 三河港湾事務所 : 中野・日原
電話番号:０５３２－３２－３２５１

ひはらなかの



別紙1

メール送信先 ： kensetsu@city.tahara.aichi.jp

田原市建設課 担当あて

取 材 申 込

※取材をご希望の場合は、事前に以下の記載事項を、上記電子メール

アドレスあて送信頂きますようお願いいたします。

（同日開催、田原岸壁供用式典主催者の田原市にて、取材申込を取りま

とめます。）

【記載事項】

1.報道機関名

2.取材氏者（複数名の場合は全員分）

①氏名

②役職

申込締切: 令和8年10⽉30⽇（⾦）

4.メールアドレス

3.連絡先

①電話番号

②当日に連絡可能な携帯電話番号

（3．①と同じ場合は不要）



●マルチビーム測探器による航路啓開

●帰宅困難者・避難者輸送

半島の孤立に対応する「命のみなとネットワーク」

災害等における海上輸送体制の支援協力に関する協定

１．協定概要

田原市は、三河港湾事務所に対し災害等の発生時における物資、人員等

の海上輸送の協力要請をすることができる。

三河港湾事務所は、田原市から協力要請を受けたときは、可能な範囲で

協力体制を整え、災害対応支援に協力するものとする。

なお、特に緊急を要し協力要請を待ついとまがないと認められる場合に

おいては、三河港湾事務所の判断により協力することができる。

２．協定内容

三河港湾事務所と田原市は、現地活動が円滑に行われるよう、応援体制

及び情報伝達体制等を整備し、訓練等を定期的に実施する。

３．港湾業務艇「しおさい」紹介

16.4m全長

19トン総トン数

12名(旅客）定員

28ノット最大航行速度

４．想定イメージ

●物資・人員輸送

●ドローンによる港湾施設点検

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、国土交通省

中部地方整備局三河港湾事務所と田原市との協力体制等を定め、港湾

機能を最大限に活用した海上輸送による物資、人員輸送などを円滑に

実施し、災害時における被災地域や被災住民の生活の早期安定を図る。



近年、気候変動の影響により、これまでに経験したことのない豪雨による洪水や土砂災害等の気象災
害が多く発生しています。陸路が寸断して孤立化した被災地において、海上輸送を活用した緊急物資
や生活物資、救援部隊や被災者の輸送等の事例も増えつつあります。

こうした状況を踏まえ、“みなと”の機能を最大限活用した、災害対応のための物流・人流ネットワーク
を「命のみなとネットワーク」と名付け、各地域にこのネットワークが形成できるように取組を進めていき
たいと考えています。

具体的な取組として、災害時に速やかに対応できるように、国土交通省と関係市町村等が合同で、物
資又は人員輸送に係る訓練を行ってまいります。

また、「命のみなとネットワーク」の理解を深めていただくため、“みなと”を活用して災害支援を行った
事例を国土交通省HP上※に公表しております。

「命のみなとネットワーク」とは

国土交通省HP ： https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr7_000103.html




